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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額について、第82期中までは、当社は新株予約権を発行し 

ておりますが、当社株式は非上場であり、市場価格が存在しないため記載しておりません。 

３ 第83期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 50,909 51,456 52,029 80,188 82,556

経常利益 (百万円) 7,951 8,005 8,424 4,924 4,946

中間(当期)純利益 (百万円) 5,171 4,476 4,747 2,986 2,282

純資産額 (百万円) 27,974 29,969 38,825 25,747 32,304

総資産額 (百万円) 68,660 70,055 73,701 52,308 57,825

１株当たり純資産額 (円) 1,626.42 1,742.42 1,855.10 1,495.04 1,664.99

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 300.66 260.28 244.72 171.74 131.00

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 239.65 ― 127.63

自己資本比率 (％) 40.7 42.8 48.8 49.2 55.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,427 △4,219 △5,418 6,726 3,369

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,002 △334 △1,459 △2,796 △1,289

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,174 △233 △926 1,922 1,166

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 9,676 9,156 9,453 13,926 17,259

従業員数 
(外、平均臨時従業員数)

(名)
1,743
(248)

1,705
(313)

1,792
(278)

1,701
(298)

1,712
(300)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期) 

純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 43,137 43,304 43,224 64,947 66,393

経常利益 (百万円) 6,954 7,084 7,464 3,272 3,561

中間(当期)純利益 (百万円) 4,749 4,147 4,449 2,445 1,937

資本金 (百万円) 1,040 1,040 2,817 1,040 2,817

発行済株式総数 (千株) 17,200 17,200 19,400 17,200 19,400

純資産額 (百万円) 25,115 26,674 32,234 22,772 28,856

総資産額 (百万円) 59,440 60,277 63,563 43,011 48,074

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 20.00 50.00

自己資本比率 (％) 42.3 44.3 50.7 52.9 60.0

従業員数 (名) 841 818 876 804 821



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 臨時従業員には、季節工、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いています。 

４ 全社(共通)は、親会社の経営企画部等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

連結会社において労働組合は結成されておりません。 

連結会社と従業員との関係はすべて円満に行われております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

家庭用品事業
1,362
(80)

総合環境衛生事業
416
(198)

全社(共通)
14
(―)

合計
1,792
(278)

従業員数(名) 876



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、原油価格の高止まり等の懸念材料はあるものの、企業

収益の改善や設備投資の増加に加えて、雇用情勢や消費者の購買動向にも好転が見られ、景気は回復基

調で推移しました。 

 このような状況のなか、当社グループは高付加価値の製品及び総合的な環境衛生サービスの提供と積

極的な営業活動を展開するとともに、製造原価の低減や販売管理費の削減等による経営の効率化に努

め、収益力の向上を図ってまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は520億29百万円(前年同期比1.1％増)、経常利益は

84億24百万円(前年同期比5.2％増)、中間純利益は47億47百万円(前年同期比6.0％増)となりました。 

 なお、当社グループは殺虫剤の売上構成比が高いため、売上高は上半期に偏るという季節変動要因が

ある一方、人件費や諸経費は固定費として年間を通してほぼ均等に発生し下半期は損失計上になる特性

があるため、上半期と下半期の売上高や利益には著しい相違があります。 
  
事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
  

① 家庭用品事業 

当社グループの主力である家庭用品事業が属する業界におきましても、市場価格が底入れするなどよ

うやくデフレ脱却に向けた動きが見受けられます。 

 このような状況のなか、当事業では付加価値のある独創的な新製品を発売するとともに、平成16年度

に新設した販売店店頭の活性化を主な職務とする契約社員を増員し、企業本部との商談を中心に活動す

る営業社員との連携を強化した提案型営業を推進することで、市場の活性化と売上の拡大に努めまし

た。また、広告宣伝費や販売促進費等の販売諸経費の見直しを行うなど経営の効率化に努めました。 

 以上の結果、家庭用品事業での当中間期における売上高は450億３百万円(前年同期比0.1％増)、営業

利益は78億51百万円(前年同期比1.3％増)となりました。 
  

 ［殺虫剤部門］ 

殺虫剤部門は天候との関連性が高く、出荷及び店頭消化がともに伸びる４～６月の期間において、今

年は昨年に比べて日照時間が少なく雨量が多かったことや最高気温も低かったことにより害虫の発生が

抑えられ、市場が昨年を下回って推移した影響で、売上高は前年同期より微減の294億55百万円(前年同

期比1.8％減)となりました。 

 分野別には、家庭用医薬品殺虫剤分野におきましては、新製品の加熱蒸散剤「アースレッドプロ」が

予定を上回る売上で推移したものの、全量噴射式エアゾール「アースレッド ノンスモーク霧タイプ」

や樹脂蒸散剤「バポナ殺虫プレート」がここ数年の市場の縮小傾向の影響も受け減収となったことから

当分野の売上は減少いたしました。 

 家庭用一般殺虫剤分野におきましては、当分野で主力の液体電子蚊取り「アースノーマット」やハ

エ・蚊用エアゾール「アースジェット」、ゴキブリ捕獲器の「ごきぶりホイホイ」等も、中間期までの

需要縮小の影響を受け売上は前年同期を下回りました。一方で、新製品の設置型虫よけ剤「アース天然

ハーブの虫よけゲル」、前年発売のゴキブリ用毒餌剤「ブラックキャップ」、ハチアブ駆除用エアゾー

ル「ハチアブ マグナムジェット」は好調に推移しましたが、当分野全体での売上は微減となりまし

た。 

 ペット用殺虫剤分野におきましては、新製品が順調に推移したことで当分野の売上は増加いたしまし

た。 



 ［日用品部門］ 

日用品部門では、新製品の発売により製商品のラインナップを充実させたことで、売上高は前年同期

を上回り、144億65百万円(前年同期比3.4％増)となりました。 

 分野別には、口腔衛生用品分野におきましては、新製品の洗口液「薬用モンダミン デンタルマニキ

ュア」がけん引役となりモンダミンブランド全体の売上が拡大しました。また、知覚過敏用歯磨き剤の

「シュミテクト ステインリムーバル」、前年８月発売の歯磨き剤「アクアフレッシュ エクストリーム

クリーン」も好調に推移し当分野の売上は増加いたしました。 

 入浴剤その他分野におきましては、入浴剤「バスロマン」を前年秋季から全面的にリニューアルした

ものの、リニューアルによる付加価値がまだ充分に消費者に認知されていないことなどにより減収とな

りました。一方で、新製品のネズミ用毒餌剤「デスモアプロ」や前年秋季発売のトイレ用消臭芳香剤

「花咲きポット」が順調に推移しましたが、当分野の売上は減少となりました。 
  

 ［その他製商品部門］ 

その他製商品部門の主な売上は海外への輸出であります。当部門での売上高は10億81百万円(前年同

期比11.6％増)となりました。 

  

② 総合環境衛生事業 

総合環境衛生事業におきましては顧客のコスト削減傾向は引き続きあるものの、食品業界における食

に対する安全・安心を確保するためのトレーサビリティ(生産履歴)の導入や医薬品製造業における製造

の委託が可能になったことにより、事業機会の拡大が見込める明るい兆しもあります。 

 このような状況のなか、当事業では食品関連工場向けに各企業の体質に対応したオリジナルな品質保

証システム(エスコ・ハシップ(ESCO-HACCP))及び医薬・化粧品工場に特化したサービスの提供を推進

し、新規顧客の獲得に一層努めております。既存の顧客に対しては、定期的に満足度調査を実施し、顧

客満足度の向上を図っております。同時に販売管理費の効率化にも努めました。 

 以上の結果、当事業における売上高は70億26百万円(前年同期比7.9％増)、営業利益は７億52百万円

(前年同期比27.4％増)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の中間期末残高は、前年同期

と比べ２億96百万円増加し、94億53百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、資金は54億18百万円(前年同期比11億98百万円減)減少しました。主な内訳は、税金

等調整前中間純利益で83億74百万円増加、売上債権の増加で203億64百万円減少、棚卸資産の増加で22

億49百万円減少、仕入債務の増加で58億87百万円増加であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は14億59百万円(前年同期比11億25百万円増)となりました。主な内訳

は、有形固定資産の取得による支払額６億49百万円、投資有価証券の取得による支払額４億22百万円、

その他投資活動による支払額２億89百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は９億26百万円(前年同期比６億93百万円増)となりました。主な内訳

は、配当金の支払額９億69百万円であります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は、販売実績に基づいた価格によっています。 

２ 総合環境衛生事業はサービス事業であるため、生産実績はありません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入実績に基づいた価格によっています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(3) 受注実績 

当社グループは、見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

家庭用品事業 39,339 ＋1.5

合計 39,339 ＋1.5

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

家庭用品事業 8,860 ＋4.6

総合環境衛生事業 279 △3.2

合計 9,140 ＋4.3



(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
２ 家庭用品事業の区分別販売実績は次のとおりであります。 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

家庭用品事業 45,003 ＋0.1

総合環境衛生事業 7,026 ＋7.9

合計 52,029 ＋1.1

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

 金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円）  割合（％）

株式会社パルタック 5,290 10.3 7,231 13.9

株式会社あらた 5,974 11.6 5,804 11.2

販 売 区 分 販売高(百万円) 前年同期比（％）

殺 

虫 

剤

家庭用医薬品殺虫剤 5,088 △5.8

家庭用一般殺虫剤 23,075 △1.3

ペット用殺虫剤 1,291 ＋7.4

日 

用 

品

口腔衛生用品 10,012 ＋7.0

入浴剤その他 4,452 △4.0

その他製商品 1,081 ＋11.6

合計 45,003 ＋0.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは「ベストクオリティで世界と共生」を基本理念に、消費者・顧客に対し生活空間の質の

向上を主眼に、独創的で高付加価値の製品及びサービスの提供を目指し研究開発活動を行っております。

 当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は５億72百万円です。 

 セグメント別の研究開発活動は以下のとおりです。 

  

(1) 家庭用品事業 

① 基本方針 

当事業は、消費者の満足度を向上させるために、基礎的な研究を充実させ戦略的なテーマを選定

し、独創的で高品質な新製品を他社に先駆けて発売することを基本としております。その成果として

生みだされた製品が、「ごきぶりホイホイ」、「アースレッド」、「アースノーマット」、「ゴキジ

ェットプロ」、「モンダミン」などの製品の数々であります。 

 このような新製品を生み出す基礎となる研究開発に関わるすべての部門において、常に消費者の要

望、市場動向、技術動向などに関する情報の入手、調査、分析の機会を捉え、有益な社内の提案活動

を推進しております。 

  

② 研究開発体制・組織 

殺虫剤・日用品における研究開発は、技術水準の向上、品質の改善などに関して効果的な運営を図

ることを目的としております。 

 研究部においては、基礎研究、試験研究、量産研究を製品毎に一貫させた体制で行っております。

また、研究に必要な生物の飼育管理を行うグループ、発売にあたって官庁の承認が必要な製品の申請

用データ収集を行うグループを組織しております。 

 研究体制の強化を図るためには、自由な発想と豊かな創造力を持ち合わせた研究員をフレキシブル

に配置するとともに、人材の育成に注力しております。また、新卒採用による人員の拡充、組織の活

性化を常に図っております。 

  



③ 現在の取組み 

市場が求める製品を開発していく過程においては、現場を最も重んじたマーケティングが必要と考

え、消費者動向、小売店店頭の情報の中から消費者ニーズを探り出し、市場性を考慮したうえで商品

企画及び研究部門によって製品化の検討を図っております。 

 既存領域の製品開発は、潜在ニーズの掘り起こし、市場の活性化・拡大及びブランドの育成強化を

目的に、新製品によるラインナップの強化、既存品の改良改善を行っております。新規領域について

は、付加価値性が高く、他社製品との差別化が可能なもの、また、現在有している販売ルートを活用

できるものについて、製品化を目指しております。近年では、トイレ用消臭芳香剤市場に平成16年10

月発売の「消臭たまご」で進出し、続いて平成17年９月発売の「花咲きポット」でラインナップを強

化しております。 

 さらには、蓄積された技術・ノウハウを活用し転用できるものは、領域にこだわらず積極的に製品

開発に取組んでおります。アースレッドの加熱蒸散システムを応用した「車内のニオイとり」及びア

ースジェットの強力噴射力を利用した「アースエアコン洗浄スプレー」等はその代表的な事例であり

ます。 

  

(2) 総合環境衛生事業 

① 検査・検定にかかる研究 

当事業が行っている研究は、契約先の施設における微生物検査や、昆虫、細菌・カビといった異物

検定、塵埃・水質などの環境測定など、検査機関としてその検査手法の精度アップ及び迅速な検査方

法に関する研究を主として行っております。 

 また、年間契約の顧客からの昆虫、細菌・カビ類の異物検定要請に迅速に対処することが必要であ

るため、東日本(千葉県鎌ヶ谷市)と西日本(大阪府大東市)にそれぞれ総合研究所を設置しておりま

す。 

  

② 施工・調査等にかかる研究 

施工技術、調査技術、調査機器等の研究開発は、開発部と技術部が担当し連携を図りながら開発を

行っております。また、より良い害虫駆除などペストコントロールの施工に関する技術研究は、独自

開発だけでなく公的機関、民間企業と共同開発も含め取り組んでおります。 

  

③ 今後の方針 

顧客満足度の高揚を図るためには、検査の精度管理の充実及び競合と差別化された害虫駆除に関す

る技術の向上が重要な事項となります。今後におきましては、検査技術、手法において手広く迅速に

行う研究体制の確立、分析機器や社内システムのレベルアップの更なる推進を図ってまいります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画していた設備計画に重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとお

りであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設、除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

会社名 事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称 設備の内容 投資額

(百万円) 完了年月 完成後の
増加能力

提出 
会社

坂越工場他 
(兵庫県赤穂市) 家庭用品事業 生産設備の

更新・改造等 153 平成18年６月 生産効率の
向上

本社他 
(東京都千代田区他) 家庭用品事業 情報システムの

構築等 161 平成18年６月 情報処理 
業務の強化



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 新株予約権の行使により、平成18年７月１日から平成18年８月31日までの間に、普通株式が417,500株 

  増加しております。 

   ２ 「提出日現在発行数」欄には、平成18年９月１日から当半期報告書の提出までの新株予約権の行使に 

  より発行されたものは含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月27日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 19,400,000 19,817,500
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 19,400,000 19,817,500 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 
  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行なう場合は、次の算式により払い込み金額を調整し、 

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行なう場合は、次の算式により払込金額 

を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

株主総会の決議日(平成16年３月30日)

中間会計期間末現在
(平成18年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日)

新株予約権の数(個) 800,000(注)１ 382,500(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 800,000 382,500

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,400(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から
平成23年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   1,400
資本組入額    700

同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当を受けた者
がこれを行使するためには、権
利行使時に至まで、当社の取締
役又は従業員であることを要
す。 
 ただし、任期満了による退
任、定年退職等その他これと同
視しうべき事由により取締役又
は従業員でなくなったものと取
締役会が合理的に認める場合は
この限りではない。 
 本新株予約権は、新株予約権
の目的たる株式にかかる株券
が、日本国内の証券取引所に上
場された後６ヵ月の期間が経過
した日、及び権利行使期間の開
始日のいずれか遅い方の日(権
利行使可能日)以後においての
み行使することができる。 
 新株予約権の割当を受けた者
が死亡したときは、当該新株予
約権の割当を受けた者が相続開
始の直前において新株予約権を
行使しえた場合に限り、相続に
より当該新株予約権を取得した
者において本件新株予約権を行
使することができる。 
 その他権利行使の条件につい
ては、新株予約権発行の取締役
会決議に基づき、当社と新株予
約権の割当を受けた者との間で
締結する「新株予約権割当契
約」で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数 × １株当たり払込金額

調整後 
払込金額

＝
調整前 
払込金額

×
新株発行(処分)前の１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新株発行(処分)株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年１月１日～ 
平成18年６月30日

― 19,400,000 ― 2,817 ― 2,608

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

大塚製薬株式会社 東京都千代田区神田司町２丁目９番地 2,200 11.34

株式会社大塚製薬工場 徳島県鳴門市撫養町立岩字芥原115番地 1,948 10.04

アース製薬社員持株会 東京都千代田区神田司町２丁目12番地１ 1,298 6.69

大鵬薬品工業株式会社 東京都千代田区神田錦町１丁目27番地 600 3.09

大塚化学ホールディングス 
株式会社

大阪市中央区大手通３丁目２番27号 400 2.06

株式会社中国銀行 岡山県岡山市丸の内１丁目15番20号 314 1.62

大塚エステート有限会社 大阪市中央区大手通３丁目２番27号 239 1.23

大塚倉庫株式会社 大阪市港区石田１丁目３番16号 213 1.10

クレディスイスルクセンブルグエスエー 
デポジタリーバンク 56，GRAND RUE L-1660 LUXEMBOURG

104 0.54
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行 
 カストディ業務部)

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

住商アグロインターナショナル
株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番12号 103 0.53

計 ― 7,421 38.25



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,400株及び名義人以外 

  から株券喪失登録のある株式が400株含まれております。 

   ２ 「議決権の数(個)」欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数124個及び名義人 

  以外から株券喪失登録のある株式に係る議決権の数４個を含んでおりません。 

   ３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が10株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

   【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
（注） 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式    1,200

完全議決権株式(その他)
普通株式
      19,390,700

193,779 ―

単元未満株式
普通株式
           8,100

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数       19,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 193,779 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)        
アース製薬株式会社

東京都千代田区神田司町
二丁目12番地１

1,200 ― 1,200 0.01

計 ― 1,200 ― 1,200 0.01

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 3,360 3,140 3,060 3,000 2,900 2,700

最低(円) 2,900 2,700 2,915 2,800 2,585 2,170



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号）附

則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年

６月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、中央青山監査法人により、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成

18年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の中間連結財務諸

表及び中間財務諸表については、みすず監査法人(平成18年９月１日付けにて中央青山監査法人より名称

変更）により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,156 9,211 13,501

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 28,237 28,352 7,975

 ３ 有価証券 335 557 4,036

 ４ 棚卸資産 11,655 13,058 10,802

 ５ 繰延税金資産 955 998 536

 ６ その他 846 1,327 1,562

 ７ 貸倒引当金 △49 △41 △18

   流動資産合計 51,137 73.0 53,465 72.5 38,396 66.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※２

  (1) 建物及び構築物 14,148 14,173 14,173

    減価償却累計額 ※１ 6,493 7,655 6,961 7,211 6,705 7,468

  (2) 機械装置及び運搬具 6,113 6,023 6,092

    減価償却累計額 5,008 1,104 4,872 1,150 4,983 1,109

  (3) 土地 4,985 4,968 4,987

  (4) 建設仮勘定 54 453 53

  (5) その他 3,290 3,504 3,339

    減価償却累計額 2,126 1,163 2,283 1,220 2,197 1,142

   有形固定資産合計 14,964 21.4 15,005 20.4 14,761 25.5

 ２ 無形固定資産 380 0.5 692 0.9 487 0.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 2,882 3,679 3,445

  (2) 長期貸付金 8 ― ―

  (3) 繰延税金資産 377 370 324

  (4) その他 479 661 583

  (5) 貸倒引当金 △173 △172 △172

   投資その他の資産合計 3,573 5.1 4,539 6.2 4,180 7.2

   固定資産合計 18,917 27.0 20,236 27.5 19,429 33.6

   資産合計 70,055 100.0 73,701 100.0 57,825 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※４ 17,960 18,444 12,549

 ２ 短期借入金 190 20 ―

 ３ 一年以内返済長期借入金 ※２ 2,548  ― 4

 ４ 未払法人税等 3,547 3,747 891

 ５ 未払消費税等 463 428 155

 ６ 未払金 7,315 5,920 4,825

 ７ 賞与引当金 151 174 323

 ８ 返品調整引当金 2,084 1,958 209

 ９ 設備関係の支払手形 
   及び未払金

122 329 179

 10 その他 784 1,151 1,051

   流動負債合計 35,168 50.2 32,175 43.6 20,188 34.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ― 87 ―

 ２ 退職給付引当金 1,522 1,825 1,935

 ３ 役員退職慰労引当金 297 629 511

 ４ 連結調整勘定 26 57 63

 ５ その他 123 101 138

   固定負債合計 1,969 2.8 2,700 3.7 2,649 4.6

   負債合計 37,138 53.0 34,876 47.3 22,838 39.5

(少数株主持分)

  少数株主持分 2,947 4.2 ― ― 2,682 4.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,040 1.5 ― ― 2,817 4.9

Ⅱ 資本剰余金 250 0.4 ― ― 2,608 4.5

Ⅲ 利益剰余金 28,187 40.2 ― ― 25,992 44.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 648 0.9 ― ― 908 1.6

Ⅴ 為替換算調整勘定 △156 △0.2 ― ― △20 △0.0

Ⅵ 自己株式 ― ― ― ― △1 △0.0

   資本合計 29,969 42.8 ― ― 32,304 55.9

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

70,055 100.0 ― ― 57,825 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,817 3.8 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 2,608 3.5 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 29,748 40.4 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △3 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 35,170 47.7 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価差額金 ― ― 806 1.1 ― ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― 9 0.0 ― ―

   評価・換算差額等合計 ― ― 816 1.1 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 2,838 3.9 ― ―

   純資産合計 ― ― 38,825 52.7 ― ―

   負債及び純資産合計 ― ― 73,701 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 51,456 100.0 52,029 100.0 82,556 100.0

Ⅱ 売上原価 28,975 56.3 29,523 56.7 48,659 58.9

   売上総利益 22,481 43.7 22,506 43.3 33,897 41.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運送費及び保管料 1,063 1,034 1,970

 ２ 広告宣伝費 5,156 4,650 8,910

 ３ 販売促進費 779 915 2,635

 ４ 貸倒引当金繰入額 ― 23 ―

 ５ 給料手当 3,151 3,206 6,696

 ６ 賞与引当金繰入額 110 132 283

 ７ 役員退職慰労引当金繰入額 38 131 92

 ８ 旅費交通費 444 471 885

 ９ 減価償却費 227 222 468

 10 地代家賃 217 233 449

 11 研究開発費 567 572 1,145

 12 その他 2,863 14,620 28.4 2,696 14,290 27.5 5,483 29,021 35.2

   営業利益 7,860 15.3 8,215 15.8 4,876 5.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 9 21 23

 ２ 受取配当金 16 26 22

 ３ ロイヤリティー収入 27 16 37

 ４ 受取家賃 83 82 167

 ５ その他 126 262 0.5 106 252 0.5 229 480 0.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 9 2 20

 ２ 棚卸廃棄損失 77 7 308

 ３ 減価償却費 9 ― 18

 ４ 為替差損 ― 23 ―

 ５ その他 21 117 0.2 10 43 0.1 62 410 0.5

   経常利益 8,005 15.6 8,424 16.2 4,946 6.0

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 22 2 23

 ２ 貸倒引当金戻入益 40 ― 68

 ３ 退職給付引当金戻入益 ― 62 0.1 58 60 0.1 ― 92 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売廃却損 ※３ 11 17 44

 ２ 減損損失 ※４ ― 89 ―

 ３ ゴルフ会員権評価損 0 ― 0

 ４ 退職給付変更時差異償却額 188 ― 361

 ５ 関連会社整理損 ― ― 13

 ６ 役員退職慰労引当金繰入額 ― ― 160

 ７ その他 ― 201 0.4 4 110 0.2 3 583 0.7

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

7,867 15.3 8,374 16.1 4,455 5.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,623 3,835 1,993

   法人税等調整額 △436 3,186 6.2 △436 3,398 6.6 △145 1,848 2.2

   少数株主利益 203 0.4 229 0.4 324 0.4

   中間(当期)純利益 4,476 8.7 4,747 9.1 2,282 2.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結剰余金計算書
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 250 250

Ⅱ 資本剰余金増加高

   増資による新株式の発行 ― ― 2,358 2,358

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 250 2,608

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 24,114 24,114

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 4,476 4,476 2,282 2,282

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 344 344

 ２ 役員賞与 60 404 60 404

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 28,187 25,992



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

    当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

(単位：百万円) 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主持分

資本金
資本 

剰余金

利益 

剰余金
自己株式

株主資本 

合計

その他有価証券 

評価差額金
為替換算調整勘定

平成17年12月31日残高 2,817 2,608 25,992 △1 31,417 908 △20 2,682

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △969 △969

 役員賞与の支給 △21 △21

 中間純利益 4,747 4,747

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
△102 30 155

中間連結会計期間中の変動額合計 ― ― 3,755 △1 3,753 △102 30 155

平成18年６月30日残高 2,817 2,608 29,748 △3 35,170 806 9 2,838



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 7,867 8,374 4,455

 ２ 減価償却費 560 530 1,172

 ３ 退職給付引当金の増減額 

   (△は減少)
179 △110 592

 ４ 役員退職慰労引当金増減額 

   (△は減少)
△286 117 △71

 ５ 貸倒引当金の増減額 

   (△は減少)
△139 21 △171

 ６ 返品調整引当金の増加額 1,885 1,749 10

 ７ 為替差損益 △23 22 △39

 ８ 受取利息及び受取配当金 △25 △47 △46

 ９ 支払利息 9 2 20

 10 ゴルフ会員権評価損 0 ― 0

 11 売上債権の増加額 △20,482 △20,364 △202

 12 棚卸資産の増加額 △2,109 △2,249 △1,223

 13 その他資産の増減額(△は増加) 518 241 △190

 14 仕入債務の増加額 6,313 5,887 880

 15 その他負債の増加額 2,765 1,426 240

 16 その他 △272 △87 △58

    小計 △3,238 △4,483 5,367

 17 利息及び配当金の受取額 25 47 45

 18 利息の支払額 △10 △2 △20

 19 法人税等の支払額 △996 △979 △2,023

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
△4,219 △5,418 3,369



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券の取得による支出 △319 △124 △157

 ２ 有価証券の売却による収入 428 90 520

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △243 △649 △525

 ４ 有形固定資産の売却による収入 78 9 81

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △86 △422 △385

 ６ 投資有価証券の売却による収入 ― 3 4

 ７ 子会社株式の取得による支出 △114 ― △459

 ８ 貸付けによる支出 ― △0 △0

 ９ 貸付金の回収による収入 6 6 12

 10 長期定期預金の預入れによる 

   支出
― △100 △100

 11 その他の投資活動による支出 △100 △289 △326

 12 その他の投資活動による収入 16 17 45

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△334 △1,459 △1,289

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 190 20 ―

 ２ 長期借入れによる収入 ― 87 ―

 ３ 長期借入金の返済による支出 △59 △4 △2,603

 ４ 株式の発行による収入 ― ― 4,136

 ５ 自己株式の取得による支出 ― △1 △1

 ６ 配当金の支払額 △344 △969 △344

 ７ 少数株主に対する配当金の支払 △20 △57 △20

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△233 △926 1,166

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額
17 △2 86

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 

  (△は減少)
△4,769 △7,806 3,333

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

  期首残高
13,926 17,259 13,926

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
9,156 9,453 17,259



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(イ)連結子会社の数 ５社

  主な連結子会社の名称

   アース・バイオケミ

カル㈱

      ARS CHEMICAL(THAIL 

AND)CO.,Ltd.

   天津阿斯化学有限公

司

   アース環境サービス

㈱

 安速日用化学(蘇州) 

  有限公司

  なお、安速日用化学

(蘇州)有限公司は、当

社が設立し、当中間連

結会計期間末より連結

の範囲に含めておりま

す。

(イ)連結子会社の数 ５社

  主な連結子会社の名称

   アース・バイオケミ

カル㈱

      ARS CHEMICAL(THAIL 

AND)CO.,Ltd.

   天津阿斯化学有限公

司

   アース環境サービス

㈱

 安速日用化学(蘇州) 

  有限公司

(イ)連結子会社の数 ５社

  主な連結子会社の名称

同左

(ロ)主な非連結子会社の名 

  称

   ㈱アース環境

 北京阿斯環境工程有 

  限公司

(ロ)主な非連結子会社の名 

  称

同左

(ロ)主な非連結子会社の名 

  称

同左

  (連結の範囲から除い

た理由)

  非連結子会社の総資

産、売上高、中間純損

益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。

  (連結の範囲から除い

た理由)

同左

  

  (連結の範囲から除い

た理由)

  非連結子会社の総資

産、売上高、当期純損

益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしてい

ないためであります。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のう

ち、主な会社の名称

 ・非連結子会社について

は下記の通りでありま

す。

   ㈱アース環境

 北京阿斯環境工程有 

  限公司

 ・関連会社については下

記の通りであります。

   MARSインターナショ

ナル㈱

持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のう

ち、主な会社の名称

 ・非連結子会社について

は下記の通りでありま

す。

同左

 ・関連会社については下

記の通りであります。

同左

持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のう

ち、主な会社の名称

 ・非連結子会社について

は下記の通りでありま

す。

同左

 ・関連会社については下

記の通りであります。

同左

  (持分法を適用しない

理由)

  持分法非適用会社の中

間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため

であります。

  (持分法を適用しない

理由)

同左

  

  (持分法を適用しない

理由)

  持分法非適用会社の当

期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであ

ります。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

アース環境サービス㈱を除

く連結子会社の中間決算日

と中間連結決算日は一致し

ております。 

アース環境サービス㈱の中

間決算日は９月30日であ

り、中間連結財務諸表の作

成にあたっては、中間連結

会計期間末日を決算日とし

て仮決算を行った中間財務

諸表を基礎としておりま

す。

同左 アース環境サービス㈱を除

く連結子会社の決算日と連

結決算日は一致しておりま

す。 

アース環境サービス㈱の決

算日は３月31日であり、連

結財務諸表の作成にあたっ

ては、連結会計年度末日を

決算日として仮決算を行っ

た財務諸表を基礎としてお

ります。

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(イ)有価証券

 a)満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

によっております。

 b)その他有価証券

  ①時価のあるもの

中間連結会計期間

末日の市場価格等

に基づく時価法に

よっております。

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定しておりま

す。)

(イ)有価証券

 a)満期保有目的の債券

同左

 b)その他有価証券

  ①時価のあるもの

中間連結会計期間

末日の市場価格等

に基づく時価法に

よっております。

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。)

(イ)有価証券

 a)満期保有目的の債券

同左

 b)その他有価証券

  ①時価のあるもの

連結会計年度末日

の市場価格等に基

づく時価法によっ

ております。(評

価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定しております。)



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

  ②時価のないもの

移動平均法による

原価法によってお

ります。

  ②時価のないもの

同左

  ②時価のないもの

同左

(ロ)棚卸資産

主として、商品・製

品・原材料・貯蔵品は

移動平均法による原価

法、仕掛品は総平均法

による原価法によって

おります。

(ロ)棚卸資産

同左

(ロ)棚卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

(イ)有形固定資産

 a)提出会社及び国内連結

子会社……

   主として、定率法に

よっております。但

し、平成10年４月１

日以降に取得した建

物(建物附属設備は

除く)については、

定額法によっており

ます。

 b)在外連結子会社……

   主として、定額法に

よっております。

(イ)有形固定資産

 a)提出会社及び国内連結

子会社……

同左

 b)在外連結子会社……

同左

(イ)有形固定資産

 a)提出会社及び国内連結

子会社……

同左

 b)在外連結子会社……

同左

(ロ)無形固定資産

 a)提出会社及び国内連結

子会社……

   主として、定額法に

よっております。

   ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につ

いては、社内におけ

る利用可能期間(５

年)に基づく定額法

によっております。

 b)在外連結子会社……

   主として、定額法に

よっております。

(ロ)無形固定資産

 a)提出会社及び国内連結

子会社……

同左

 b)在外連結子会社……

同左

(ロ)無形固定資産

 a)提出会社及び国内連結

子会社……

同左

 b)在外連結子会社……

同左

 (3) 重要な引当金の

計上基準

(イ)貸倒引当金

  主として売上債権等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。

(イ)貸倒引当金

同左

(イ)貸倒引当金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(ロ)賞与引当金

  従業員に支給する賞与

に充てるために、支給

見込額基準により計上

しております。

(ロ)賞与引当金

同左

(ロ)賞与引当金

同左

(ハ)返品調整引当金

  提出会社及び国内連結

子会社１社は、返品に

よる損失に備えるた

め、過去の返品実績率

及び売上利益率に基づ

き将来の返品に伴う損

失見込み額を計上して

おります。

(ハ)返品調整引当金

同左

(ハ)返品調整引当金

同左

(ニ)退職給付引当金

  提出会社及び国内連結

子会社は、従業員の退

職給付に備えるため、

当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計

期間末において発生し

ていると認められる額

を計上しております。

  会計基準変更時差異に

ついては、５年による

按分額を費用処理して

おります。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年

度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる按分額を発生の翌

連結会計年度より費用

処理しております。

(ニ)退職給付引当金

  提出会社及び国内連結

子会社は、従業員の退

職給付に備えるため、

当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計

期間末において発生し

ていると認められる額

を計上しております。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年

度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる按分額を発生の翌

連結会計年度より費用

処理しております。

(ニ)退職給付引当金

  提出会社及び国内連結

子会社は、従業員の退

職給付に備えるため、

当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。

  会計基準変更時差異に

ついては、５年による

按分額を費用処理して

おります。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年

度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる按分額を発生の翌

連結会計年度より費用

処理しております。



 
  

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(ホ)役員退職慰労引当金

  提出会社及び国内連結

子会社１社は、役員の

退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づ

く中間連結会計期間末

要支給額を役員退職慰

労引当金として計上し

ております。

(ホ)役員退職慰労引当金

  提出会社及び国内連結

子会社は、役員の退職

慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支

給額を役員退職慰労引

当金として計上してお

ります。

(ホ)役員退職慰労引当金

  提出会社及び国内連結

子会社は、役員の退職

慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額

を役員退職慰労引当金

として計上しておりま

す。

 (4) 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

 (5) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から６ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資を含めて

おります。

同左 同左



会計方針の変更 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

役員退職慰労引当金の

計上基準

    ―――――     ――――― 国内連結子会社１社におい

て、従来、役員退職慰労金

を支出時の費用として処理

していましたが、当連結会

計年度より内規に基づく連

結会計年度末の要支給額を

役員退職慰労引当金として

計上する方法に変更いたし

ました。

この変更は、当連結会計年

度において役員退職慰労金

に関する内規を策定、整備

したこと及び役員の在任期

間の長期化により役員退職

慰労金の支出額の増加が見

込まれることから、役員退

職慰労金を在任する各連結

会計年度に合理的に配分

し、期間損益の適正化と財

政状態の健全化を図るため

に行なったものでありま

す。

この変更により、当連結会

計年度発生額25百万円は販

売費及び一般管理費へ、過

去の連結会計年度分相当額

160百万円は特別損失へ計

上しております。この結

果、従来の方法によった場

合と比較して営業利益及び

経常利益は25百万円減少

し、税金等調整前当期純利

益は186百万円減少してお

ります。

また、当該内規の制定が当

下半期に行なわれたため、

当中間連結会計期間は従来

の方法によっております。

従って、当中間連結会計期

間は変更後の方法によった

場合に比べ営業利益及び経

常利益は11百万円多く、税

金等調整前中間純利益は

172百万円多く計上されて

おります。

なお、セグメント情報に与

える影響については、（セ

グメント情報）に記載して

おります。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

固定資産の減損に係る

会計基準

    ――――― 当中間連結会計期間から

「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号）を

適用しております。

これにより税金等調整前中

間純利益が89百万円減少し

ております。

    ―――――

(貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計

基準等)

(自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会

計基準等の一部改正)

    ――――― 当中間連結会計期間から

「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計

基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）並

びに改正後の「自己株式及

び準備金の額の減少等に関

する会計基準」（企業会計

基準委員会 最終改正平成

17年12月27日 企業会計基

準第１号）及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に

関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会

最終改正平成17年12月27日

企業会計基準適用指針第２

号）を適用しております。

これによる損益に与える影

響はありません。

なお、従来の「資本の部」

の合計に相当する金額は

35,986百万円であります。

中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計

期間における中間連結財務

諸表は、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成し

ております。

    ―――――



追加情報 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

役員退職慰労引当金     ――――― 国内連結子会社１社におい

て、従来、役員退職慰労金

を支出時の費用として処理

していましたが、前連結会

計年度の下期より内規に基

づく期末要支給額を役員退

職慰労引当金として計上す

る方法に変更いたしまし

た。

従って、前中間連結会計期

間は従来の方法によってお

り、当中間連結会計期間と

同一の方法を前中間連結会

計期間に初めて採用したと

仮定した場合と比べ、前中

間連結会計期間の営業利益

及び経常利益は11百万円、

税金等調整前中間純利益は

172百万円多く計上されて

おります。

    ―――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日)

※１    ――――― 

 

 ※１ 減価償却累計額には、減損損 

    失累計額を含めて表示してお 

    ります。

※１    ――――― 

 

 

※２ 下記の通り担保に供しており

ます。

担保に供している資産
担保設定の原因と 

なっている債務

種類
金額 

(百万円)

担保権 

の種類
内容

金額 

(百万円)

土地 

建物
181 根抵当

 

 

坂越工 

場財団
3,102 〃

一年以 

内長期 

借入金

1,000

赤穂工 

場財団
4,127 〃

計 7,411 計 1,000

      坂越工場財団及び赤穂工場財
団に含まれている主な資産
は、土地建物、機械及び装置
であります。

※２    ――――― ※２    ―――――

  ３ 売掛債権流動化による譲渡残

高は次の通りであります。 

845百万円

  ３ 売掛債権流動化による譲渡残

高は次の通りであります。 

590百万円

  ３ 売掛債権流動化による譲渡残

高は次の通りであります。 

1,659百万円

※４    ――――― ※４    ――――― ※４ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理

   満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理して

おります。

   なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、連結会計年度末日満期手

形が、以下の科目に含まれて

おります。

受取手形 1,032百万円

支払手形 153百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 当社グループの売上高は、通

常の営業形態として、上半期

の割合が下半期に比べて著し

く大きく、連結会計年度の上

半期の売上高と下半期の売上

高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に

季節的変動があります。

※１     同左 ※１   ―――――

 

※２ 固定資産売却益の内容は次の

通りであります。

土地 22百万円

 

※２ 固定資産売却益の内容は次の

通りであります。

機械装置及び
運搬具

2百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次の

通りであります。

土地 22百万円

機械装置及び 
運搬具

1百万円

計 23百万円

 

※３ 固定資産売廃却損の内容は次

の通りであります。

   (固定資産売却損)

有形固定資産の
0百万円

「その他」
 

※３ 固定資産売廃却損の内容は次

の通りであります。

   (固定資産売却損)

機械装置及び
0百万円

運搬具

※３ 固定資産売廃却損の内容は次

の通りであります。

   (固定資産売却損)

建物及び構築物 8百万円

その他 0百万円

計 9百万円

   (固定資産除却損)

建物及び構築物 8百万円

機械装置及び 
運搬具

0百万円

有形固定資産の 
「その他」

1百万円

無形固定資産 0百万円

投資その他の 
資産の「その他」

0百万円

解体費等 0百万円

計 11百万円

 

   (固定資産除却損)

機械装置及び
運搬具

1百万円

解体費等 14百万円

その他 1百万円

計 16百万円

 

   (固定資産除却損)

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び 
運搬具

14百万円

有形固定資産の 
「その他」

3百万円

解体費等 7百万円

その他 0百万円

計 35百万円



 
  

     前中間連結会計期間 

 (自 平成17年１月１日 

  至 平成17年６月30日)

     当中間連結会計期間 

    (自 平成18年１月１日 

    至 平成18年６月30日)

    前連結会計年度 

   (自 平成17年１月１日 

    至 平成17年12月31日)

 ※４    ―――――

 

※４ 当社グループは、「事業の種

類別セグメント」を基準とし

て資産のグルーピングを行っ

ております。また、本社等は

共用資産としております。賃

貸不動産並びに将来の使用が

見込まれない遊休資産は個々

の物件を一つの単位としてグ

ルーピングしております。

減損損失の内容は次の通りでありま

す。

場所 用途 種類
金額

(百万円)

坂越工場
遊休

機械装
26

(兵庫県赤穂市) 置等

赤穂工場
遊休

機械装
10

(兵庫県赤穂市) 置等

兵庫県 賃貸 土地、
52

神戸市 不動産 建物等

合計 89

一部製造設備において、今後の使用

計画がないため減損損失を認識いた

しました。また、賃貸不動産につい

ては、今後も賃貸以外に使用計画が

なく、土地の時価の著しい下落等に

より収益性が低下した資産について

減損損失を認識いたしました。 

減損損失の内訳は、建物40百万円、

機械装置27百万円、土地20百万円、

その他０百万円であります。 

なお、当資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定してお

り、マーケット・アプローチによる

見積り、不動産鑑定評価基準等によ

り評価しております。

※４   ―――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

 当中間連結会計期間 (自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  
 １．発行済株式に関する事項 

 

  

 ３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

  
 ４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2)  基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後 

 となるもの 

該当事項はありません。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 (株) 19,400,000 ― ― 19,400,000

 ２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 (株) 550 660 ― 1,210

 (変動事由の概要)

   増加660株は単元未満株式の買取りによるものであります。

決議 株式の種類
配当金の総額 1株当たり配当額

基準日 効力発生日
(百万円) (円)

平成18年３月29日
普通株式 969 50.00 平成17年12月31日 平成18年３月30日

定時株主総会

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成17年６月30日現在)

現金及び預金勘定 9,156百万円

現金及び現金同等物 9,156百万円
 

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成18年６月30日現在)

現金及び預金 9,211百万円

有価証券 557百万円

   計 9,769百万円

償還期間が６ヶ月を
△316百万円超える債券等

現金及現金同等物 9,453百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成17年12月31日現在)

現金及び預金 13,501百万円

有価証券 4,036百万円

   計 17,538百万円

償還期間が６ヶ月を
△278百万円超える債券等

現金及現金同等物 17,259百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額
有形固定 

資産の 

「その他」 

(工具器具 

備品)

無形固定 

資産 

(ソフト 

ウェア)

合計

取得価額 

相当額
483百万円 25百万円 508百万円

減価償却 

累計額相 

当額

276百万円 10百万円 286百万円

中間連結 

会計期間 

末残高 

相当額

206百万円 15百万円 221百万円

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額
有形固定 

資産の 

「その他」

(工具器具 

備品)

無形固定

資産 

(ソフト 

ウェア)

合計

取得価額 

相当額
354百万円 25百万円 380百万円

減価償却 

累計額相 

当額

204百万円 16百万円 220百万円

中間連結 

会計期間 

末残高 

相当額

150百万円 9百万円 160百万円  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
有形固定 

資産の 

「その他」

(工具器具 

備品)

無形固定 

資産 

(ソフト 

ウェア)

合計

取得価額 

相当額
401百万円 25百万円 427百万円

減価償却 

累計額相 

当額

227百万円 13百万円 240百万円

期末残高 

相当額
174百万円 12百万円 187百万円

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間連結会計期間

末残高が有形固定資産の中

間連結会計期間末残高等に

占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により

算定しております。

 (注)    同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定し

ております。

② 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額

１年以内 101百万円

１年超 120百万円

合計 221百万円

② 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額

１年以内 79百万円

１年超 81百万円

合計 160百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 87百万円

１年超 99百万円

合計 187百万円

 (注) 未経過リース料中間連結会

計期間末残高相当額は、未

経過リース料中間連結会計

期間末残高が有形固定資産

の中間連結会計期間末残高

等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」に

より算定しております。

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み

法」により算定しておりま

す。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 62百万円

減価償却費 

相当額
62百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 51百万円

減価償却費 

相当額
51百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 119百万円

減価償却費 

相当額
119百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同左

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年６月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 ― ― ―

計 ― ― ―

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

株式 645 1,751 1,106

計 645 1,751 1,106

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ① 非上場国内債券 179

 ② 非上場外国債券 528

小計 708

(2) その他有価証券

 ① 非上場株式 639

 ② その他 55

小計 694

合計 1,402



当中間連結会計期間末(平成18年６月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 ― ― ―

計 ― ― ―

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

株式 820 2,202 1,381

その他 314 304 △9

計 1,135 2,507 1,372

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ① 非上場国内債券 229

 ② 非上場外国債券 460

小計 689

(2) その他有価証券

 ① 非上場株式 640

 ② MMF 8

 ③ その他 341

小計 990

合計 1,680



前連結会計年度末(平成17年12月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 ― ― ―

計 ― ― ―

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

株式 646 2,192 1,546

その他 70 70 ―

計 716 2,262 1,546

内容
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ① 非上場国内債券 229

 ② 非上場外国債券 350

 ② コマーシャルペーパー 2,499

小計 3,079

(2) その他有価証券

 ① 非上場株式 641

 ② MMF 4

 ③ その他 1,444

小計 2,090

合計 5,170



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

注記の対象となるデリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

注記の対象となるデリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

注記の対象となるデリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

  

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 家庭用品事業   家庭用品(殺虫剤及び日用品(洗口液、義歯関連用品、歯磨き用品、入浴剤、芳香 

         洗浄剤等))、防疫・農林畜産薬剤、海外向け殺虫剤原材料の製造販売及び仕入販 

         売 

(2) 総合環境衛生事業 工場、病院等の衛生管理サービス 

３ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は507百万円であります。 

  その主なものは、親会社の本社管理部門に係る費用であります。 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 家庭用品事業   家庭用品(殺虫剤及び日用品(洗口液、義歯関連用品、歯磨き用品、入浴剤、芳香 

         洗浄剤等))、防疫・農林畜産薬剤、海外向け殺虫剤原材料の製造販売及び仕入販 

         売 

(2) 総合環境衛生事業 工場、病院等の衛生管理サービス 

３ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は371百万円であります。 

  その主なものは、親会社の本社管理部門に係る費用であります。 

 

     

 
家庭用品事業 
(百万円) 
 

総合環境衛生
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 44,946 6,509 51,456 ― 51,456

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

217 59 276 (276) ―

計 45,163 6,569 51,732 (276) 51,456

  営業費用 37,409 5,978 43,388 206 43,595

  営業利益 7,753 590 8,344 (483) 7,860

 
家庭用品事業 
(百万円) 
 

総合環境衛生
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 45,003 7,026 52,029 ― 52,029

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

222 78 301 (301) ―

計 45,226 7,105 52,331 (301) 52,029

  営業費用 37,374 6,353 43,727 86 43,813

  営業利益 7,851 752 8,603 (387) 8,215



前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 家庭用品事業   家庭用品(殺虫剤及び日用品(洗口液、義歯関連用品、歯磨き用品、入浴剤、芳香 

         洗浄剤等))、防疫・農林畜産薬剤、海外向け殺虫剤原材料の製造販売及び仕入販 

         売 

(2) 総合環境衛生事業 工場、病院等の衛生管理サービス 

３ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は912百万円であります。 

その主なものは、親会社の本社管理部門に係る費用であります。 

４ 会計方針の変更 

  役員退職慰労引当金の計上基準 

  (会計方針の変更)に記載のとおり、当連結会計年度より国内連結子会社１社における役員退職慰労金につ 

きまして、内規に基づく連結会計年度末の要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しま 

した。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、「総合環境衛生事業」の営業利益は25百万 

円少なく計上されております。 

     

  

 
家庭用品事業 
(百万円) 
 

総合環境衛生
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 69,132 13,424 82,556 ― 82,556

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

504 153 658 (658) ―

計 69,637 13,577 83,215 (658) 82,556

  営業費用 65,118 12,341 77,460 220 77,680

  営業利益 4,518 1,236 5,754 (878) 4,876



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、 

以下の通りであります。 

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 1,742.42円 １株当たり純資産額 1,855.10円 １株当たり純資産額 1,664.99円

１株当たり中間純利益 260.28円 １株当たり中間純利益 244.72円 １株当たり当期純利益 131.00円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権を発行しておりますが、当社株

式は非上場であり、市場価格が存在

しないため記載しておりません。

 

潜在株式調整後
239.65円

１株当たり中間純利益
 

潜在株式調整後
127.63円

１株当たり当期純利益

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

中間連結損益計算書上の 
中間(当期)純利益(百万円)

4,476 4,747 2,282

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 4

(うち利益処分による役員賞与金) 
(百万円)

(―) (―) (4)

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

4,476 4,747 2,277

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,200 19,399 17,384

潜在株式調整後１株当たり中間(当期) 
純利益の算定に用いられた普通株式増 
加数(千株)

― 410 458

(うち 新株予約権)(千株) (―) (410) (458)

希薄化効果を有しないため、潜在株式 

調整後１株当たり中間(当期)純利益の 

算定に含まれなかった潜在株式の概要

潜在株式の種類 

 新株予約権 

潜在株式の数 

 普通株式 800,000株 

これらの詳細について

は、「第４提出会社の

状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載の通り

であります。

――――― ―――――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,651 4,947 8,734

 ２ 受取手形 ※４ 11,994 10,227 2,434

 ３ 売掛金 13,442 15,219 3,482

 ４ 有価証券 ― ― 3,499

 ５ 棚卸資産 10,556 11,843 9,566

 ６ その他 1,576 2,056 1,812

 ７ 貸倒引当金 △31 △25 △8

   流動資産合計 42,189 70.0 44,269 69.6 29,521 61.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物 6,509 6,145 6,330

  (2) 機械及び装置 963 1,003 961

  (3) 土地 4,336 4,336 4,336

  (4) その他の有形 
    固定資産

1,490 1,512 1,442

   有形固定資産合計 13,299 12,997 13,071

 ２ 無形固定資産 323 392 278

 ３ 投資その他の資産 4,635 6,072 5,372

   貸倒引当金 △170 △170 △170

   投資その他の 
   資産合計

4,465 5,902 5,202

   固定資産合計 18,088 30.0 19,293 30.4 18,552 38.6

   資産合計 60,277 100.0 63,563 100.0 48,074 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 3,542 3,441 1,086

 ２ 買掛金 13,003 13,327 9,632

 ３ １年以内返済 
   長期借入金

※２ 2,518 ― 4

 ４ 未払金 6,530 5,658 4,514

 ５ 未払費用 440 461 333

 ６ 未払法人税等 3,372 3,516 726

 ７ 賞与引当金 91 94 99

 ８ 返品調整引当金 2,068 1,940 206

 ９ 設備関係の支払手形 
   及び未払金

104 327 170

 10 その他 ※５ 445 590 492

   流動負債合計 32,117 53.3 29,358 46.2 17,266 35.9

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 1,123 1,512 1,551

 ２ 役員退職慰労引当金 245 363 267

 ３ その他 116 94 132

   固定負債合計 1,486 2.4 1,970 3.1 1,951 4.1

   負債合計 33,603 55.7 31,328 49.3 19,217 40.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,040 1.7 ― ― 2,817 5.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 250 ― 2,608

   資本剰余金合計 250 0.4 ― ― 2,608 5.4

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 200 ― 200

 ２ 任意積立金 20,303 ― 20,303

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

4,233 ― 2,022

   利益剰余金合計 24,737 41.1 ― ― 22,526 46.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

646 1.1 ― ― 906 1.9

Ⅴ 自己株式 ― ― ― ― △1 △0.0

   資本合計 26,674 44.3 ― ― 28,856 60.0

   負債及び資本合計 60,277 100.0 ― ― 48,074 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,817 4.4 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 2,608 ―

   資本剰余金合計 ― ― 2,608 4.1 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 200 ―

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 21,300 ―

    繰越利益剰余金 ― 4,506 ―

   利益剰余金合計 ― ― 26,006 40.9 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △3 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 31,428 49.4 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 806 1.3 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 806 1.3 ― ―

   純資産合計 ― ― 32,234 50.7 ― ―

   負債及び純資産合計 ― ― 63,563 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 43,304 100.0 43,224 100.0 66,393 100.0

Ⅱ 売上原価 25,100 58.0 25,071 58.0 40,618 61.2

   売上総利益 18,204 42.0 18,153 42.0 25,774 38.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 11,324 26.1 11,010 25.5 22,397 33.7

   営業利益 6,879 15.9 7,142 16.5 3,376 5.1

Ⅳ 営業外収益 ※２ 312 0.7 340 0.8 560 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※３ 107 0.2 18 0.0 375 0.5

   経常利益 7,084 16.4 7,464 17.3 3,561 5.4

Ⅵ 特別利益 ※４ 71 0.1 ― ― 94 0.1

Ⅶ 特別損失
※５
※６

178 0.4 53 0.1 390 0.6

   税引前中間(当期) 
   純利益

6,978 16.1 7,411 17.2 3,266 4.9

   法人税、住民税及び 
   事業税

3,299 3,453 1,341

   法人税等調整額 △468 2,830 6.5 △491 2,961 6.9 △11 1,329 2.0

   中間(当期)純利益 4,147 9.6 4,449 10.3 1,937 2.9

   前期繰越利益 85 ― 85

   中間(当期) 
   未処分利益

4,233 ― 2,022



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

(単位：百万円) 

 
  

  

  

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本
利益剰余金

自己株式 株主資本合計

剰余金

その他利益剰余金
その他有価証券

資本 利益 評価差額金

準備金 準備金 特別償却 別途 繰越利益

準備金 積立金 剰余金

平成17年12月31日残高 2,817 2,608 200 3 20,300 2,022 △ 1 27,950 906

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 969 △ 969

中間純利益 4,449 4,449

自己株式の取得 △ 1 △ 1

特別償却準備金の取崩 △ 3 3 ―

別途積立金の積立 1,000 △ 1,000 ―

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△ 99

中間会計期間中の変動額合計 ―  ― ― △ 3 1,000 2,483 △ 1 3,478 △ 99

平成18年６月30日残高 2,817 2,608 200 ― 21,300 4,506 △ 3 31,428 806



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(イ)有価証券

 a)  ―――――

 b)子会社株式及び関連会

社株式

   移動平均法による原

価法によっておりま

す。

 c)その他有価証券

  ①時価のあるもの

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法によってお

ります。(評価差

額は全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定し

ております。)

(イ)有価証券

 a)満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

によっております。

 b)子会社株式及び関連会

社株式

同左

 c)その他有価証券

  ①時価のあるもの

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法によってお

ります。(評価差

額は全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定しております。)

(イ)有価証券

 a)満期保有目的の債券

同左

 b)子会社株式及び関連会

社株式

同左

 c)その他有価証券

  ①時価のあるもの

決算末日の市場価

格等に基づく時価

法によっておりま

す。(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してお

ります。)

  ②時価のないもの

移動平均法による

原価法によってお

ります。

  ②時価のないもの

同左

  ②時価のないもの

同左

(ロ)棚卸資産

  商品・製品・原材料・

貯蔵品

  …移動平均法による原

価法

  仕掛品

  …総平均法による原価

法

(ロ)棚卸資産

同左

(ロ)棚卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(イ)有形固定資産

  定率法によっておりま

す。但し、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備は

除く)については、定

額法によっておりま

す。

(イ)有形固定資産

同左

(イ)有形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

  定額法によっておりま

す。ただし、ソフトウ

ェア(自社利用分)につ

いては、社内における

利用可能期間(５年)に

基づく定額法によって

おります。

(ロ)無形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

３ 引当金の計上基準 (イ)貸倒引当金

  売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。

(イ)貸倒引当金

同左

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)賞与引当金

  従業員に支給する賞与

に充てるために、支給

見込額基準により計上

しております。

(ロ)賞与引当金

同左

(ロ)賞与引当金

同左

(ハ)返品調整引当金

  返品による損失に備え

るため、過去の返品実

績率及び売上利益率に

基づき将来の返品に伴

う損失見込み額を計上

しております。

(ハ)返品調整引当金

同左

(ハ)返品調整引当金

同左

(ニ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。

  会計基準変更時差異に

ついては、５年による

按分額を費用処理して

おります。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時

における従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

按分額をそれぞれ発生

の翌期より費用処理し

ております。

(ニ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時

における従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

按分額をそれぞれ発生

の翌期より費用処理し

ております。

(ニ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当期末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

  会計基準変更時差異に

ついては、５年による

按分額を費用処理して

おります。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時

における従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

按分額をそれぞれ発生

の翌期より費用処理し

ております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(ホ)役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規

に基づく中間会計期間

末要支給額を役員退職

慰労引当金として計上

しております。

(ホ)役員退職慰労引当金

同左

  

(ホ)役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金

として計上しておりま

す。

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計方針の変更 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

固定資産の減損に係る

会計基準

――――― 当中間会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適

用しております。 

これにより税引前中間純利

益が36百万円減少しており

ます。

―――――

(貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計

基準等)

(自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会

計基準等の一部改正)

――――― 当中間会計期間から「貸借

対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）並び

に改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関す

る会計基準」（企業会計基

準委員会 最終改正平成17

年12月27日 企業会計基準

第１号）及び「自己株式及

び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 最

終改正平成17年12月27日

企業会計基準適用指針第２

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影

響及び従来の「資本の部」

の合計に相当する金額の変

更はありません。

中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間に

おける中間財務諸表は、改

正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度末 
(平成17年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

12,290百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

12,575百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

12,447百万円

 

※２ 下記の通り担保に供しており

ます。

担保に供している資産
担保設定の原因と 

なっている債務

種類
金額 

(百万円)

担保権 

の種類
内容

金額 

(百万円)

土地 

建物
181 根抵当

 

 

坂越工 

場財団
3,102 〃

一年以 

内長期 

借入金

1,000

赤穂工 

場財団
4,127 〃

計 7,411 計 1,000

      坂越工場財団及び赤穂工場財
団に含まれている主な資産
は、土地建物、機械及び装置
であります。

※２    ――――― ※２    ―――――

  ３ 売掛債権流動化による譲渡残

      高は次の通りであります。

845百万円

  ３ 売掛債権流動化による譲渡残

      高は次の通りであります。

590百万円

  ３ 売掛債権流動化による譲渡残

      高は次の通りであります。

1,659百万円

※４    ――――― ※４    ――――― ※４ 会計年度末日満期手形の会計

処理

   満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理して

おります。

   なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、期末日満

期手形が、以下の科目に含ま

れております。

受取手形

支払手形

958百万円

34百万円

※５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び預り消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※５ 消費税等の取扱い

同左

※５    ―――――



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 当社の売上高は事業年度の上

半期と下半期との間に著しい

相違があります。

   なお、当該中間会計期間末に

至る１年間の売上高は、次の

通りであります。

※１ 当社の売上高は事業年度の上

半期と下半期との間に著しい

相違があります。

   なお、当該中間会計期間末に

至る１年間の売上高は、次の

通りであります。

※１   ――――――

前事業年度 
の下半期の 
売上高

21,810百万円

当中間期の 
売上高

43,304百万円

計 65,114百万円

前事業年度
の下半期の 
売上高

23,088百万円

当中間期の
売上高

43,224百万円

計 66,312百万円

※２ 営業外収益の内容は次の通り

であります。

※２ 営業外収益の内容は次の通り

であります。

※２ 営業外収益の内容は次の通り

であります。

受取利息 0百万円

受取配当金 48百万円

ロイヤリティー 
収入

33百万円

受取家賃 121百万円

その他 108百万円

計 312百万円

受取利息 4百万円

受取配当金 122百万円

ロイヤリティー
収入

21百万円

受取家賃 119百万円

その他 72百万円

計 340百万円

受取利息 3百万円

受取配当金 64百万円

ロイヤリティー 
収入

50百万円

受取家賃 241百万円

雑収入 200百万円

計 560百万円

※３ 営業外費用の内容は次の通り

であります。

※３ 営業外費用の内容は次の通り

であります。

※３ 営業外費用の内容は次の通り

であります。

 

支払利息 8百万円

棚卸廃棄損失 71百万円

減価償却費 9百万円

雑損失 18百万円

計 107百万円
 

支払利息 0百万円

為替差損 11百万円

その他 6百万円

計 18百万円

支払利息 16百万円

新株発行費 31百万円

棚卸廃棄損失 289百万円

減価償却費 18百万円

雑損失 19百万円

計 375百万円

※４ 特別利益の内容は次の通りで

あります。

※４   ―――――― ※４ 特別利益の内容は次の通りで

あります。

 

固定資産売却益 22百万円

貸倒引当金 
戻入益

49百万円

計 71百万円

 

 

固定資産売却益 22百万円

貸倒引当金 
戻入益

72百万円

計 94百万円

 

※５ 特別損失の内容は次の通りで

あります。

固定資産除却損 10百万円

退職給付変更時 
差異償却額

166百万円

ゴルフ会員権
評価損

0百万円

計 178百万円
 

※５ 特別損失の内容は次の通りで

あります。

固定資産売却損 0百万円

固定資産除却損 16百万円

減損損失 36百万円

計 53百万円

※５ 特別損失の内容は次の通りで

あります。

固定資産売却損 8百万円

固定資産除却損 33百万円

ゴルフ会員権評
価損

0百万円

退職給付変更時 
差異償却額

333百万円

関連会社整理損 13百万円

計 390百万円



 
  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  
当中間会計期間 (自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 
  
自己株式に関する事項 

 
 (変動事由の概要) 
増加660株は単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※６   ――――――

 

※６ 当社は「事業の種類別セグメ

ント」を基準として資産のグ

ルーピングを行っておりま

す。また、本社等は共用資産

としております。賃貸不動産

並びに将来の使用が見込まれ

ない遊休資産は個々の物件を

一つの単位としてグルーピン

グしております。

減損損失の内容は次の通りでありま

す。

場所 用途 種類
金額
(百万円)

坂越工場
遊休

機械装
26

(兵庫県赤穂市) 置等

赤穂工場
遊休

機械装
10

(兵庫県赤穂市) 置等

合計 36

一部製造設備において、今後の使用

計画がないため減損損失を認識いた

しました。

減損損失の内訳は、建物８百万円、

機械装置27百万円、その他０百万円

であります。

なお、当資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定してお

り、マーケット・アプローチによる

見積り等により評価しております。

※６   ――――――

 ７ 減価償却額は次の通りであり

ます。

有形固定資産 419百万円

無形固定資産 58百万円

計 478百万円

 ７ 減価償却額は次の通りであり

ます。

有形固定資産 398百万円

無形固定資産 42百万円

計 441百万円

 ７ 減価償却額は次の通りであり

ます。

有形固定資産 873百万円

無形固定資産 119百万円

計 992百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式  (株) 550 660 ― 1,210



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額
その他の 

有形固定 

資産 

(工具器具 

備品)

無形固定 

資産 

(ソフト 

ウェア)

合計

取得価額 

相当額
410百万円 25百万円 436百万円

減価償却 

累計額相 

当額

250百万円 10百万円 260百万円

中間会計 

期間末 

残高 

相当額

160百万円 15百万円 175百万円

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額
その他の 

有形固定 

資産 

(工具器具 

備品)

無形固定

資産 

(ソフト 

ウェア)

合計

取得価額 

相当額
271百万円 25百万円 297百万円

減価償却 

累計額相 

当額

159百万円 16百万円 175百万円

中間会計 

期間末 

残高 

相当額

111百万円 9百万円 121百万円  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
その他の 

有形固定 

資産 

(工具器具 

備品)

無形固定 

資産 

(ソフト 

ウェア)

合計

取得価額 

相当額
329百万円 25百万円 354百万円

減価償却 

累計額相 

当額

192百万円 13百万円 205百万円

期末残高 

相当額
136百万円 12百万円 149百万円

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産の中間会

計期間末残高等に占める割

合が低いため、中間財務諸

表等規則第５条の３におい

て準用する財務諸表等規則

第８条の６第２項の規定に

基づき、「支払利子込み

法」により算定しておりま

す。

 (注)    同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、財務諸

表等規則第８条の６第２項

の規定に基づき、「支払利

子込み法」により算定して

おります。

② 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額

１年以内 84百万円

１年超 91百万円

合計 175百万円

② 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額

１年以内 61百万円

１年超 59百万円

合計 121百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 71百万円

１年超 78百万円

合計 149百万円

 (注) 未経過リース料中間会計期

間末残高相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産の中間会

計期間末残高等に占める割

合が低いため、中間財務諸

表等規則第５条の３におい

て準用する財務諸表等規則

第８条の６第２項の規定に

基づき、「支払利子込み法

により算定しております。

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、財務諸表等規則第

８条の６第２項の規定に基

づき、「支払利子込み法」

により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 56百万円

減価償却費 
相当額

56百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 41百万円

減価償却費
相当額

41百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 105百万円

減価償却費
相当額

105百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同左

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しておりますので、記載を省略しております。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
事業年度 第82期（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

  

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づくも 
のであります。 

  

(1) 有価証券報告書 平成18年３月30日

及びその添付書類 関東財務局長に提出。

(2) 臨時報告書 平成18年９月４日

関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月２２日

ア ー ス 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアース製薬株式会社

の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、アース製薬株式会社及び連結子会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２５日

ア ー ス 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアース製薬株式会社

の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、アース製薬株式会社及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月２２日

ア ー ス 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアース製薬株式会社

の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第８２期事業年度の中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、アース

製薬株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年

６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２５日

ア ー ス 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアース製薬株式会社

の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、アース

製薬株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年

６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 
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